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－ 99 － 
取り壊された（石川、1995: 13）。1889 年に町村制が施行され、飯田町はこの制度に組み込ま
れた。最小の村でも小学校を持てる規模にするということと役場まで徒歩 30 分程度で行ける





施行され「昭和の大合併」が始まった。同法第 3 条で町村は概ね 8000 人以上の住民を有する
ことを基準として合併を促し、合併町村に対して税・財政上の優遇措置を取った。当時下伊那
には 42 村あり、うち 29 村を合併対象とし、全体として 20 村としたいとの方向が示された。
しかし実際には下伊那には 8000 人以下の村が 37 村あり、合併交渉は多くの困難を伴った（石
川、前掲書）。1 
「町村合併促進法」失効期限の 1956 年 9 月 30 日当日には座光寺村・松尾村・三穂村・龍丘
村・伊賀良村・山本村・下久堅村が飯田市と合併した。同日は他にも、会地村・伍和村・智里
村が合併し阿智村に、平岡村と神原村が合併し天龍村となった。続いて 1956 年 10 月から町村
数を約 3 分の 1 に減少させることを目指して「新市町村建設促進法」が施行され、1961 年に
川路村が、1964 年には千代村・龍江村・上久堅村が飯田市に編入合併された。 







階では 2 万人に満たなかった。飯田市となった 1937 年頃 3 万人近くになり、1950 年代からの
                                                          





を決議するなどして決着するまでに 4 年間を要し、下条村では、合併をめぐり村長・村議 16 人が総辞職し
た（同上書）。 
2 それまで鼎村と上郷村については合併を見送っていた。飯田市は 1954 年に両村への合併の申し入れをし
たが、両村は時期尚早として断り、鼎村は 1954 年に、上郷村は 1970 年に町制を敷いた。やがて高度経済
成長期を迎え社会情勢の変化、水道・し尿処理・消防など広域行政が進むと合併の機運が高まり、「平成の
大合併」を待たずに合併が行われた。 
－ 100 － 
「昭和の大合併」を経て 8 万人都市に、「平成の大合併」を経て 10 万人都市となった。それに
対して、飯田を含む下伊那全体の人口は、1950 年の 211,351 人を頂点に 2010 年には 1920 年
人口とほぼ同じ 17 万人弱に戻った。飯田市自体人口規模は拡大してきたが、それは都市化が
進んだことからよりも主に合併の結果である。よって実際の都市部の規模は合併後の飯田市人




図 1： 飯田市・下伊那郡の行政区分別人口推移 
 
出所：国勢調査（大正 9・昭和 5・15・25・35・45・55・平成 2・13・22 年）より作成。 
注 1：1920（大正 9）年・1930（昭和 5）年時点で飯田町は下伊那郡に属していたが、ここでは時系
列比較のため、飯田町人口をその他の下伊那郡人口と分けて表示している。 
注 2：1940（昭和 15）年以降の塗りつぶし部分は市制施行後の飯田市の人口を示す。 
注 3：合計値は飯田・下伊那地域全体を示す。 
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－ 102 － 
究所は、リニア中央新幹線の開業が予定されている 2027 年には、飯田・下伊那の人口は 14 万
人を割り込むと予測しており（しんきん南信州地域研究所、2012）、飯田市の推計でもこのま




























                                                          
3 1999 年からコンパクト・シティ形成を打ち出した青森市のように、除排雪にかかる多大な予算の削減と
いった明確な優先課題から発する場合もある。 




























                                                          




年 7 月「飯田・下伊那経済自立化研究会議」を事業予算は全く設けず発足させた。翌 2003 年 3 月の中間
報告書では、「経済自立度」を上げる必要性が示された。同年 11 月、この報告書に基づき当時の 18 市町村
の首長と地元経済界の関係者が参加して「飯田・下伊那経済自立化に向けての懇談会」が開催され、先の









地方圏への人口定住を促進する政策がある（総務省）。実際飯田市は下伊那の 3 町 10 村と「定住
自立圏形成協定」を結び、「南信州定住自立圏」を形成している。2010 年「定住自立圏全国市町





電気・電子工業系の 30 社、食品産業計の 160 社、伝統産業の 40 社が参加し、自治体、商工業
界、金融機関、研究所が資金と人材の提供を行う（飯田市資料）。センター名が示す通り、参加














6 この他、政府の 2012 年「緊急経済対策」では多様な「地域の資源」などを活用したイノベーションの推
進や「地域の自立」を目指した産学金官の「地域経済循環」の促進が謳われており、地方公共団体の「地
域経済循環の創出による地域活性化」などの項目に 50 億円の補正予算が 2012 年度分に充てられた（総務
省、2013: 189）。 





































名古屋へ 4 時間、東京へ 6 時間かかったが、中央道開通で名古屋へ 1 時間半、東京大阪は 4 時間となった。
リニア中央新幹線が 2027 年に開通すれば、東京まで 40 分、名古屋まで 20 分となることから、環境や社
会への影響査定はさておき地理的利便性のみを見れば相対的な重要性が非常に高くなる。 



























の平均余命は男性 80.88 歳、女性は 87.18 歳（2013 年）で、男女ともに全国一位であり、飯田
市の平均余命は男性 80.5 歳、女性 87.3 歳である。長野県の平均余命の長さの理由を調査した
「長野県健康長寿プロジェクト・研究事業中間報告書」によると、長野県は戦前から現在に至
るまで全国で上位の平均余命を保ってきた上、日常生活動作が自立している期間の平均である
－ 107 － 
「健康寿命」を見ても 2010 年時点で全国一位であったとしている。9 こうした「健康寿命」の
様子は飯田・下伊那の老年人口にもうかがえる。市によると一人当たりの国民健康保険医療費
は、日本の平均が 295 千円、長野県平均が 284 千円に対して、飯田・下伊那医療圏は 270 千
円であり、更に 75 歳以上の一人当たり後期高齢者医療費は、日本平均が 905 千円、長野県平
均が 771 千円に対して、飯田・下伊那は 757 千円と大きく下回っている（飯田市資料）。こう
したことから、飯田・下伊那は老年人口割合は高いながらも、高齢者の健康状態は日本や長野










 長野県平均 飯田市 長野市 松本市 上田市 
労働人口割合 62.3 63.8 62.7 62.0 59.9 
就業率 58.9 61.4 60.0 58.7 55.6 
女性就業率 49.5 52.6 50.4 48.8 46.3 
高齢者就業率 26.7 29.8 27.4 25.0 21.5 
完全失業率 5.45 3.74 4.37 5.31 7.13 
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